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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 3,904,517 3,798,922 3,063,620 2,832,588 3,368,354

経常利益又は経常損失(△)

（千円）
120,572 123,183 323 △110,574 135,117

当期純利益又は当期純損失

(△)（千円）
102,917 114,093 △341,126 △305,354 105,697

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 767,340 767,340 767,340 867,340 867,340

発行済株式総数（千株） 29,348 29,348 29,348 30,148 30,148

純資産額（千円） 372,947 485,622 142,968 35,160 139,985

総資産額（千円） 1,693,525 1,770,975 1,074,399 1,304,680 1,454,797

１株当たり純資産額（円） 12.77 16.64 4.90 1.17 4.67

１株当たり配当金

(内１株当たり中間配当額)(円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)　

１株当たり当期純利益金額又

は当期純損失金額(△)（円）
3.52 3.91 △11.69 △10.39 3.53

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 22.0 27.4 13.3 2.7 9.6

自己資本利益率（％） 27.6 26.6 － － 120.7

株価収益率（倍） 26.4 31.5 － － 34.0

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△77,862 340,334 △136,309 △175,702 △542,103

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△113,141 △40,895 △11,549 △6,026 23,444

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
122,207 △124,194 △1,528 693,770 321,126

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
17,042 192,286 42,899 554,941 357,408

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]（人）

52

[14]

55

[14]

52

[16]

47

[15]

31

[4]

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第35期より、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。
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２【沿革】

年月 概要

昭和49年６月 東京都新宿区西新宿三丁目を本店とし会社設立。

７月 一級建築士事務所及び宅地建物取引業の登録。

８月 建設業の登録。

昭和53年４月 千葉県松戸市に新松戸営業所(現千葉支店)を開設。

８月 宅地建物取引業の建設大臣免許を取得。

10月 建設業の建設大臣許可を取得。

昭和59年10月 本社を新宿区西新宿三丁目から西新宿一丁目に移転。

昭和62年７月 関連会社東京南住宅㈱を吸収合併。

昭和63年11月 山形県新庄市に山形工場を開設。

平成元年10月 東京都調布市に西東京支店を開設。

11月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成２年10月 協和住宅㈱を吸収合併。

平成７年１月 本社を新宿区西新宿一丁目から西新宿七丁目に移転。

平成８年９月 山形県新庄市に山形新工場を増設。

９月 金融機関等と「再建基本協定書」を締結し、旭土地建物㈱を設立。

９月 鐘淵化学工業㈱(現㈱カネカ)と「ソーラーサーキットのノウハウ実施権許諾契約書」を締結。

12月 三和化成工業㈱の資本参加により、同社の子会社となる。

平成10年１月 本社を新宿区西新宿七丁目２番７号から西新宿七丁目４番４号に移転。

平成11年１月 千葉県松戸市に松戸南営業所(松戸南展示場)を開設。 

平成12年２月 ㈱エーアンドケーを設立。 

平成13年２月 西東京支店を東京都調布市から東京都多摩市に移転。

平成13年９月 三和化成工業㈱が所有していた当社の全株式を鐘淵化学工業㈱(現㈱カネカ)に譲渡。

平成14年７月 本社を新宿区西新宿七丁目４番４号から西新宿七丁目７番26号に移転。

　　　　12月 神奈川県川崎市にはるひ野営業所(はるひ野展示場)を開設。 

平成15年４月 東京都世田谷区に瀬田営業所(瀬田展示場)を開設。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年４月 本社を新宿区西新宿七丁目7番26号から新宿一丁目26番6号に移転。 

平成18年９月 ㈱カネカが所有していた当社の全株式をセボン㈱に譲渡。 

平成19年７月

　　　　
本社を新宿区新宿一丁目26番6号から多摩市関戸二丁目24番地27に移転(旧西東京支店閉鎖統合)。 
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３【事業の内容】

　当社企業集団は、当社及び親会社並びに子会社１社により構成されております。当社は、建築事業及び賃貸事業、不動

産業を主たる業務としております。当社の親会社であるセボン株式会社は当社株式の議決権個数の87.36％を保有して

おります。

  当社は親会社より不動産の仕入、仲介、販売用建物の施工の請負と賃貸物件の管理を受託しております。

  子会社においては、当社の施工物件を主として損害保険代理業務並びに生命保険の募集業務を行っております。

　

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

　関係会社は次のとおりであります。

親会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の被所
有割合

関係内容

役員の兼務
等

事業上の関係

セボン㈱
東京都

新宿区
1,030,000

不動産の売買・仲介・

管理、建築工事の請負・

企画・設計・管理及び

コンサルタント業務他

直接87.36% 
（注）

 転籍４名 

 建築請負、不

動産仕入・仲

介、賃貸管理、

資金借入 

　（注）有価証券報告書提出日現在においては、転籍3名(取締役2名、監査役1名)となっております。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

　 平成20年３月31日現在

事業部門別 従業員数（人）

建築事業部門  

建築部門 15(1)

リフォーム部門 3(-)　

賃貸事業部門 3(1)　

不動産事業部門 4(-)　

管理部門 6(2)　

合計 31(4)　

　（注）　従業員数は就業人員(社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用者数(嘱託社員、パートタイマー、派遣社員

)は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

31(4)　 43.7 16.5　 5,070,452

　（注）１．従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用者数

(嘱託社員、パートタイマー)は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．従業員が前期末に比べ16名減少しましたのは、主に自己都合退職者によるものであります。

３．平均年間給与は、基準内賃金のほか時間外勤務手当等基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当期のわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加、雇用情勢、所得の伸び等が見られ個人消費も緩やかに増加す

るなど景気は引続き回復基調にあるものの、原油の高騰、原材料の高止まり、サブプライムローン問題を端緒とする金

融市場の混乱等、先行き不透明感も多分に残して推移しました。

　

　住宅市場におきましては、地価の下げ止まり感、低金利の継続から一次取得者層によるマンション、分譲住宅・貸家

を中心とした住宅着工戸数の増加傾向は、改正建築基準法施行後の建築確認申請業務の混乱、着工遅延による予定工

期長期化を機に停滞に転じ、これに金融不安が蔓延し買い控え傾向となって、従来から当社がターゲットとする建替

えを中心とした二次取得者層に加え、新たな顧客層として位置付けた一次取得者層の動きも鈍化し、市場全体が低調

に推移しました。

　一方、不動産市場も首都圏の地価の乱高下と金融情勢の悪化等から急速に収縮しつつあります。

　

　当社はこのような市場環境のもとで、建築事業の当期における完工物件の受注に注力したものの、需要が低調なこと

から集客に苦戦し、計画通りの受注獲得には至りませんでした。

　建売計画も都市圏の地価の乱高下、改正建築基準法施行による着工遅れと金融市場の混乱によって、建物プランの変

更や販売価格帯の見直し等を頻繁に行う必要が生じ、大幅な遅延を見込まざるを得ず、当期は1棟の売上計上にとどま

りました。

　一方、建築事業の不振を補うべく不動産部を増員、強化し、建売用地の取得とともに事業用不動産の購入、販売に尽力

しました。首都圏地価の下落、金融情勢の悪化等悪条件の下、建売計画用地を早期販売する等し、また資金・金利負担

を考慮して不動産の仲介業務にも注力し、計画の達成に努めました。

　また営業拠点5拠点を統合、本社1拠点とするとともに組織再編を行い、住宅展示場の運営費他の固定費圧縮に努め、

販売費・一般管理費は前期比1億57百万円を削減致しました。

　

　この結果、売上高は33億68百万円（前期比18.9％増）、営業利益1億62百万円、経常利益1億35百万円、当期純利益は1億

5百万円の増収増益となり、前期までの2期連続営業赤字を脱し、3期ぶりの黒字化を達成することが出来ました。

〔部門別の状況〕

　注文建築は、既契約案件の完成は順調に進み、8億14百万円（前年同期比46.4%減）の完成工事高を計上することがで

きました。しかしながら、従来の住宅展示場を拠点とした来場者待ちの営業スタイルに代わる集客強化のために、不動

産仲介業者による顧客紹介スキームを構築し、またＷＥＢの強化を図るとともに、デザイン、仕様の見直し等に努めま

したが、効果的な受注獲得には至らず、受注高は4億29百万円（前期比74.3％減、金額にして12億42百万円減）と前年を

大きく下回りました。

　また建売住宅販売も、建築基準法改正により建物審査が厳格化すると伴に審査期間が大幅に長期化したこと等によ

り確認申請業務が遅れ、さらにサブプライムローン問題による金融情勢の悪化は首都圏地価の下落を招き、販売価格

と建物プラン再検討を余儀なくされるという悪循環に繋がり、当期中の売上計上計画1億50百万円に対し、38百万円に

とどまりました。リフォーム部門は、過去において当社で建築請負をしたお客様のフォローを中心に受注活動を行い、

完成工事高は1億2百万円（前期比53.9％減）となりました。

この結果、建築事業部門の売上高は、9億55百万円となり前期比45.2%減と落ち込みました。

　

　不動産事業部門は、首都圏を中心に建売用地取得、事業用不動産の購入・販売等を計画しましたが、建売住宅は上述

のように遅延し、また事業用不動産も秋口以降の金融不安等から下落傾向が顕著になり、長期保有目的の購入を断念

し、また資金・金利負担を考慮して仲介契約の獲得に注力し1億78百万円の仲介収入を計上するとともに、当期の売上

高不足をカバーするべく一部建売用地の更地販売を行い12億67百万円の売上高計上となりました。

 

　賃貸事業部門は、採算性の見直し等による解約等、管理物件数が減少しており、入居率の向上に注力したものの家賃

相場の下落もあって売上高は9億67百万円（前期比8.6％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

  当期末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、主に販売用土地建物の購入支出によるたな卸資産の

増加支出3億95百万円と請負工事の減少に伴う仕入債務の支払2億27百万円による資金支出が大きく、税引前当期純利

益1億6百万円及び販売用土地建物購入資金、運転資金手当てのための借入金等によって一部相殺されたものの、前期

末比1億97百万円減少し、3億57百万円となりました。前期は税引前当期純損失3億4百万円の計上であったものの、親会

社からの運転資金5億円借入により5億12百万円の資金増加となっており、前年同期比較では7億9百万円の支出増加と

なりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果使用した資金は5億42百万円となりました。これは主に販売用土地建物購入等のたな卸資産の増加に

伴う支出3億95百万円と工事未払金等の仕入債務支払支出2億27百万円等によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果得られた資金は23百万円となりました。これは主に貸付金の回収14百万円、拠点統合に伴う差入保証

金の償還8百万円によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果得られた資金は3億21百万円となりました。これは主に販売用土地建物購入資金手当てのため銀行か

ら短期借入を行ったこと、運転資金として親会社から2億円を調達したことによるものです。なお、親会社からの借入

金については、平成19年11月、運転資金手当てのため2億円を借入し、前期末残高5億円と合わせた計7億円につき平成

21年3月末を返済期日とする長期借入契約を締結いたしました。このため当期末では全額を「1年以内返済予定関係会

社長期借入金」として流動負債に振替計上しております。

 

　資金調達に関しては親会社・セボン株式会社と10億円のコミットメントライン契約を締結しており、当面の資金計

画に支障はありません。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　建設業における生産実績は、施工技術、機械力、労働力、資金力の総合によるものであり、また工事内容が多様化し、

適確に示すことは困難であるため、記載を省略しております。

(2）受注実績

　当社の請負工事は、全て民間からの競争による受注施工であります。

　当期における建築事業部門の受注・成約状況及び当期末の受注・成約残高を示すと、次のとおりであります。

事業部門別 受注・成約高（千円） 前期比（％） 受注・成約残高（千円） 前期比（％）

建築部門 429,225 25.7 229,790 37.4

建売住宅部門 38,950 － － －

リフォーム部門 100,173 47.0 11,055 84.9

合計 568,348 30.2 240,845 38.4

　（注）１.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２.建売住宅部門の「受注・成約高」には土地の売買契約高を含めております。

(3）販売実績

　当期の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
第37期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前期比（％）

建築部門（千円） 814,391 53.6

建売住宅部門（千円） 38,950 －

リフォーム部門（千円） 102,141 46.1

建築事業部門計（千円） 955,482 54.8

賃貸事業部門（千円） 967,438 91.4

不動産事業部門（千円） 1,445,433 4,566.8

合計（千円） 3,368,354 118.9

　（注）１.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　      ２.「建築事業部門」の「建売住宅部門」には、建売住宅販売に伴う土地の売上高を含めて記載しておりますので、

損益計算書の売上区分とは異なります。
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３【対処すべき課題】

  第５　経理の状況「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」にも記載のとおり当社は現在、企業継

続性の疑義解消を最優先課題と考え、そのための事業再編・再生期にあると認識しております。

　当初計画とおり、平成19年７月、本社移転を含め事業拠点５拠点を統合し旧西東京支店を本社として１拠点体制と

し、経営の集約化を図りました。当期は３期ぶりの営業黒字化、当期純利益計上となりましたが、当期末での建築受注

残高は2億40百万円となり、前期比でマイナス3億87百万円と落ち込んでおり、これを補うべく住宅展示場に替わる集

客手段として不動産仲介業者による建築顧客紹介スキームを推進しております。このスキームによる業績寄与は、今

後の有力な建築受注手段と考えております。

　また、一次取得者層への拡販のための建売住宅の販売は、次期の建築予定物件については既に7区画の分譲を予定し

ており、また今後の安定的な優良建売用地仕入と情報の迅速な取得のため、不動産部を増員・育成し、都下を中心とし

た不動産業者とも連絡を密にする体制を取り、次期は土地仕入も含め、計画の実現を図っております。

　一方、不動産仕入資金手当てのため、銀行を中心に幅広い金融機関との融資交渉も始めております。

　賃貸事業においては、引続き不採算・低採算物件の管理契約を見直し、改善を図っており、これに伴う売上高の減少

を見込んでおりますが、保証料率引き下げ等の原価低減と経年劣化物件の建替、転売等に注力し、利益を確保出来ると

判断しております。

　この他、あらゆる部門の生産性の向上、合理化を推進し、一層の冗費節約に努め、収益体質を確立し財務内容を改善す

ることで、企業継続性の疑義を解消出来るものと考えております。

上記文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。
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４【事業等のリスク】

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

①取引の継続性と個人消費者動向について

　当社の主要事業である建築事業は、不特定個人を対象としており、住宅という商品の特性から取引に継続性がありま

せん。また個人消費者は特に景気動向、金利動向、住宅税制等の影響を受けやすいため、景気見通しや雇用情勢の悪化、

大幅な金利上昇等によって個人消費が冷え込み、需要が減退する可能性があり、その場合には当社の業績及びキャッ

シュ・フロー(以下「業績等」という。)は影響を受ける可能性があります。

 

②天候等による業績変動について

　当社の主要事業である建築事業は、完成引渡しによる売上計上基準に拠っておりますが、お客様の完成希望時期が事

業年度末に集中する傾向にあります。従って天災、長期の気候不順等不測の事態により引渡時期が事業年度末を超え

て遅延した場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

③法的規制の影響について

　当社の主要事業である建築事業、賃貸事業、不動産事業は建設業法、建築基準法、住宅品質確保促進法、宅地建物取引

業法、製造物責任法、借地借家法等その他多数の様々な法的規制を受けております。今後、これらの規制の改廃や新た

な法的規制の設定、基準の変更等によっては、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

④不動産市況及び金利動向等について

　当社は当事業年度より従来の住宅展示場を基盤とした地域密着営業型の営業スタイルを転換し、建築技術力を生か

すとともに、建売住宅を軸として不動産事業を強化する方向で事業展開を行っております。このため建売用地の取得

に注力するとともに、その購入資金について金融機関からの借入を再開しております。従って不動産市場における需

給状況及び大幅な価格変動等の市況動向、また金利の急激な上昇等が生じた場合には、当社の業績等に影響を及ぼす

可能性があります。

 

⑤保有不動産について

　当社は当事業年度よりの不動産事業強化を前提として前中間会計期間末において、従来より所有していた固定資産

のうち、投資用不動産について減損損失計上後の帳簿価額を商品不動産に振替計上しております。これらの一部は収

益物件であるため、地価及び賃料相場の大幅な下落等により評価損が生じた場合、または長期に渡って販売が停滞し

た場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥保証債務について

　当社は、過去のお客様の建築請負代金、不動産売買資金のための借入金の一部について、金融機関に対し、保証債務を

負っております。保証債務履行の可能性は僅少であると判断しておりますが、将来、保証債務の履行請求がなされた場

合、状況によっては当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。

  

⑦資金調達について

　当社は、親会社であるセボン株式会社より10億円のコミットメントライン契約に基づき、当事業年度末日現在7億円

の資金借入を行っております。一方で、不動産購入資金は原則金融機関から調達することとしております。建売用地他

の不動産購入に伴う金融機関からの調達が難航した場合、不動産事業の停滞によって当社の業績等に影響を及ぼす可

能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　(1) 当社は下記のとおり借財に関する契約を締結しております。

相手先 契約名称 契約内容 契約期間

セボン㈱  ・極度限度付金銭消費貸借契約 ・10億円を限度とする借入契約
平成19年４月１日から

平成21年３月31日まで

　（注）上記に係る借入金利は市場金利を勘案し、協議決定しております。

　(2) 当社は下記のとおり技術受入に関する契約を締結しております。

相手先 契約名称 契約内容 契約期間

㈱ソーラーサーキットの家 ・ソーラーサーキットシステム ・実施権許諾契約
平成20年４月１日から

平成21年３月31日まで

㈱カネカ ・ターミメッシュフォームシステム ・実施権許諾契約
平成20年４月１日から

平成21年３月31日まで

　

６【研究開発活動】

　当社は高品質住宅の供給をテーマに、これを顧客の要望する自由な外観や間取り、また敷地上の制限等、様々な条件

下で実現し、商品の付加価値化、差別化を図るため、設計の構造・デザイン、施工上の技術改革等に取り組んでおりま

す。

　当社では、技術当事者としての設計・工事部従事者11名に加え、技術開発部門として業務兼任スタッフを2名配置し

ております。これは従業員の41%に当たっております。

　当期は、これら個々の人件費以外の支出はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

 (1)経営成績の分析

　建築事業部門の期中受注高は5億68百万円(前期比69.8%減)、完成工事高は9億33百万円(前期比46.4%減)といずれも大

幅な減少となり、また賃貸事業部門も管理件数減少により賃貸部門収入は9億67百万円(前期比8.6%減)となりました。

　一方で、当期より強化を図った不動産事業の売上高は14億45百万円となり、前期の売上高31百万円を大きく上回りま

した。この結果、総売上高は33億68百万円(前期末18.9%増)となりました。

　売上原価は売上高の増加に伴い前期比4億29百万円増加(18.2%増)し、27億95百万円となりました。

　販売費及び一般管理費は、営業拠点の統合効果は大きく前期比1億57百万円減少(27.7%減)し、4億10百万円となりまし

た。

　これらにより前期の1億1百万円の営業損失を改善し、1億62百万円の営業利益を計上することが出来ました。

　営業外損益は不動産事業強化に伴い借入金の金利負担が増加し、差引き27百万円の費用計上となりましたが、それで

も1億35百万円の経常利益計上となり、前期の1億10百万円の経常損失を大幅に上回ることが出来ました。

　また、営業拠点統合に伴う固定資産除去損等17百万円、賃貸事業債権に対する貸倒引当金繰入額11百万円等、計29百

万円の特別損失を計上し、当期純利益は1億5百万円となりました。前期は経常損失に加え、減損損失等計2億37百万円

の特別損失計上により、3億5百万円の当期純損失であったため、前期比では4億11百万円の大幅な改善となりました。

　

 (2)財政状態の分析

　流動資産は、建売住宅用地等の購入により「販売用土地建物」が3億63百万円の大幅な増加となったものの、その購

入資金の支出等によって営業キャッシュ・フローがマイナスとなり、現金及び預金が1億97百万円減少したため、前期

末比1億89百万円増加の13億77百万円となりました。　　

　有形固定資産は拠点統合に伴い劣化した器具備品を廃棄したため、減価償却費による減少と合わせ前期末比5百万円

減少し8百万円となりました。また投資その他の資産は貸付金の回収等により23百万円減少、拠点統合に伴う保証金の

返還8百万円等の減少によって前期末比30百万円減少し63百万円となりました。この結果、総資産は前期末比1億50百

万円増加して、14億54百万円となりました。

　流動負債は、販売用土地建物の購入資金手当てのため銀行借入を再開しており、関係会社借入金(1年以内返済予定長

期借入金)と合わせ短期借入金が3億22百万円増加しております。一方仕掛工事の減少に伴い仕入債務「工事未払金」

が2億27百万円、「未成工事受入金」が35百万円それぞれ減少したため、前期末比56百万円増加し、11億22百万円とな

りました。

　固定負債は、賃貸管理物件の契約減少により預り敷金が22百万円減少となり、退職給付引当金の増加11百万円によっ

て10百万円減少となっております。これにより負債合計は前期末比45百万円増加して13億14百万円となりました。

　純資産は、当期純利益1億5百万円の計上により、1億39百万円となりました。

 当期は3期ぶりの黒字化により、自己資本比率は9.6%、また目標値10%としている経営指標(売上高経常利益率)は4.0%

となり、大幅な改善となりました。

 

(財政状態に関する指標) 

 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月

自己資本比率（％） 22.0 27.4 13.3 2.7 9.6

時価ベースの自己資本比率

（％）
160.4 202.7 412.8 700.6 247.2

売上高経常利益率(％) 3.1 3.2 0.0 △3.9 4.0

 (注)自己資本比率:自己資本／総資産

     時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産

　   売上高経常利益率:経常利益／総売上高

  (3)戦略的現状と見通し

　第２　事業の状況「３.対処すべき課題」にも記載のとおり、当社は現在、企業継続性の疑義解消を最優先課題と考え、

事業再編・再生期にあると認識しております。

平成19年度から平成21年度までの年度別対応方針として下記を想定しております。

○ 平成19年度

・ 繰越損失など「負の遺産」の解消に着手

・ 増資等による財務体質の強化

・ 事業分野拡大に伴う「体制整備」に注力する

・ 商品カテゴリーの拡大・再整備による成果を発揮する

・ 既存事業を強化し、ビジネスチャンスの拡大を図る
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○ 平成20年度

・ 事業分野を確立し、経営の安定を図る

○ 平成21年度

・ 事業分野を強固にし、利益の拡大を図る　

　従来主力商品として参りました外断熱二重通気工法による注文戸建は、単純な断熱材の外壁使用とは性質を異にし

た優れた工法であり、商品であると自負しておりますが、当社がターゲットとする建替を中心とした二次取得者層に

おける需要の低下、同業他社との競合の激化などにより、ここ数年計画通りの受注獲得に至っておりません。

　平成19年度は、このような状況を解消し、企業としての再生を図るため、特定商品に特化した注文受注型の営業スタ

イルを改めると共に、利益重視型の効率経営への転換を最優先した以下の諸策を実施いたしました。

① 地域密着型の注文建築事業に特化した事業形態を改め、建売分譲を主とした不動産事業を強化する。

② 経営の合理化を図るため、新宿本社を含む事業拠点５拠点を統合し、1拠点体制とする。

③ 商品、営業スタイルの変更に加え、経営の集約化を図るべく組織を改編する。

　拠点統合、組織改編を行い、不動産事業強化を進めて参り、当期は3期ぶりの黒字化となりましたが、景気は前年に比

べ不透明感を増し、サブプライムローン問題や原油高騰といった世界的経済動向は消費マインドを著しく減退させる

傾向にあり、マンションや建売住宅等の個人向け分譲住宅需要は、改正建築基準法施行と金融不安を背景にした売り

急ぎによる割安感や金利、地価の先高感から一時的な活発化も想定されますが、建替を中心とした二次取得者層はな

お住宅投資に慎重になる状況が続き、当社にとって厳しい環境は続くと想定しています。

　

　こうした状況下、当社は平成20年度計画として下記の施策に基づき予算を策定致しております。

　建築事業部門におきましては、投下コストを意識した効果的な集客策を講じることで利益の確保を図ってまいりま

す。集客手段としての住宅展示場は維持コストに比べ直接的な成約ツールとしての価値は薄れたと判断し、平成19年

度よりの不動産事業強化方針に伴い、不動産業者の販売する土地のエンドユーザーをターゲットとしたスキームを構

築しております。地価下落と金融審査の厳格化によって不動産業界は混乱しており、必ずしも過大な期待は出来ない

ものの、建築受注の有力手段として位置づけており、そのため土地の購入段階からエンドユーザーの予算、生活環境を

把握出来、積極的なプラン提案に生かすべく、営業部員を増強・強化しております。また、法人から直接的に受注すべ

く販売予算に見合った低価格でグレード感のあるスタンダードモデルを考案しております。

　賃貸事業部門におきましては、顧客サービスの充実、管理物件の改修等を推進し、入居率の向上を図り、また新規受諾

物件の開拓を進め、当社の安定的収益事業としての基盤を強化してまいるとともに、オーナー様へ所有不動産を有効

活用した生活設計を提案し、入居者募集等の管理業務から建替、転売等まで手広く行うことを目標にして、事業性を高

めてまいります。

　不動産事業部門におきましては、建売用地の取得・販売を含めた建売分譲を柱に、地価の下落感を背景として積極的

に仕入を行い、付加価値を付けて販売する等住宅に関連する事業展開を図ってまいります。また、資金負担を考慮し仲

介業務により一層注力してまいります。

　そのため魅力ある住宅の供給に向け、より一層の企画力の創意工夫と共に、建築コスト低減に向けた生産性向上を図

るために設計・施工部門を中心に業務の見直しを行ってまいります。また不動産購入資金手当ての安定確保のため、

親会社融資枠、銀行をはじめとした金融機関を最大限活用すべく柔軟に対応してまいります。

　

　上記文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。　
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社は、生産目的の設備投資要素を極小化し、販売促進、業務効率化の為の投資を第一義と位置付けております。

　当期は、固定資産購入を含め設備投資は一切行っておりません。

２【主要な設備の状況】

　第２「事業の状況」にも記載のとおり、当事業年度において、経営の合理化を図るため、旧新宿本社を含む事業5拠点

を統合し、旧西東京支店を新本社とし、1拠点としております。

　その内訳は次のとおりであります。

事業所名

（所在地）
設備の内容

帳簿価額

従業員数(人)建物
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都多摩市）
営業事務所 2,271

－

(－)　
5,896 8,167 31(4)

　（注）１．帳簿価額の内「その他」は工具器具及び備品であります。なお金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員の（外書）は、平均臨時雇用者数であります。

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

設備の内容 数量 期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

通信機器 一式 84ヶ月 533 －

車両 一台 60ヶ月 780 388

ソフトウエア 一式 60ヶ月 1,813 6,533

３【設備の新設、除却等の計画】

　当事業年度末現在において、設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,392,000

計 65,392,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,148,000 30,148,000
ジャスダック証券取

引所

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

計 30,148,000 30,148,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成18年12月25日

（注）
800,000 30,148,000 100,000 867,340 100,000 100,000

　　　（注）有償、第三者割当　　　　800,000株

発行価格　　　　　　　　　　250円

    資本組入額　　　　　　　　　125円

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 9 16 4 － 400 431 －

所有株式数（単元） － 59 73 26,262 50 － 3,553 29,997 151,000

所有株式数の割合

（％）
－ 0.20 0.24 87.55 0.17 － 11.84 100 －

　（注）１．自己株式183,534株は「個人その他」に183単元及び「単元未満株式の状況」に534株を含めて記載しておりま

す。

２．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が31単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

セボン株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目２３番７号 26,021 86.31

山﨑　喜久男 東京都調布市 480 1.59

原　幸一郎 大阪府堺市南区 207 0.68

鈴木　洋 東京都港区 195 0.64

川上　俊親 兵庫県芦屋市 187 0.62

山﨑　隆寿 東京都調布市 120 0.39

今井　政司 東京都世田谷区 101 0.33

正司　泰一郎 兵庫県宝塚市 100 0.33

松岡　清司 千葉県船橋市 88 0.29

有限会社ザ・カンパニー 大阪府堺市南区宮山台１丁目３番１９号 60 0.19

計 － 27,559 91.41

　（注）上記のほか、自己株式が183千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      183,000    － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   29,814,000 29,783 －

単元未満株式 普通株式      151,000 － －

発行済株式総数  　　　    30,148,000 － －

総株主の議決権 － 29,783 －

　（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が31,000株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数31個が含まれておりません。

　　　　２.平成18年12月25日第三者割当増資により発行した株式の取得者である下記６名から、安定株主として２年以

           上保有していただく旨の確認書を得ております。なお、当該株式について当事業年度の開始日から有価証券

           報告書の提出日までの間に、下記６名による株式の移動は行われておりません。

          （第三者割当増資による株式取得者）

          ・山﨑喜久男氏

          ・山﨑隆寿氏

          ・川上俊親氏

          ・松岡清司氏

          ・正司泰一郎氏

          ・広瀬佳子氏

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

旭ホームズ株式会社
東京都多摩市関戸二

丁目24番地27
183,000 － 183,000 0.61

計 － 183,000 － 183,000 0.61

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

    （１）【株主総会決議による取得の状況】

　　    　該当事項はありません。

    （２）【取締役会決議による取得の状況】

　　    　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　 平成20年3月31日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

 当事業年度における取得自己株式 4,964 873,524

 当期間における取得自己株式 200 21,600

 （注）当期間における取得自己株式には、平成20年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

       よる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 183,534　 － 200　 －

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成20年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

       による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、安定した配当を維持することを経営の最重要課題の一つとして認識しておりますが、多年に渡り無配の状況

が続いております。

　長期的な経営の観点から内部留保の充実による財務体質の強化に注力しつつ、経営環境、業績の動向によっては即時

に剰余金の配分を行えるよう、当社は「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当

金等を行うことができる。」旨定款に定めております。

　早期に累積損失を一掃し、株主の皆様に適正な利益還元を実現すべく、全社を挙げて一層の努力をしてまいる所存で

あります。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 102 ※136 224 459 305　

最低（円） 35 ※75 105 130 81　

　（注）　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第34期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 170 155 135 110 190 153

最低（円） 139 128 100 81 118 109

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
　 坂谷　賢一 昭和38年10月31日生

昭和61年４月 朝日生命保険(相)入社

平成15年９月 セボン㈱入社

平成17年１月 同社経営企画室次長

平成17年６月 同社経営企画室長

平成18年10月 当社入社社長付

平成18年11月 当社代表取締役社長（現任）

(注3) －

取締役 技術開発部長 髙木　隆重 昭和23年３月４日生

昭和43年４月 藤田電設㈱入社

平成10年２月 巧匠建設㈱入社

平成14年11月 ㈱三真設計入社

平成15年８月 セボン㈱入社

平成17年６月 同社企画開発部課長

平成19年４月 当社入社社長付

平成19年６月 当社取締役技術開発部長

平成20年１月 当社取締役建築事業部長(現

任)

(注3) －

取締役 賃貸部長 深井　正和 昭和26年７月25日生

昭和52年６月 当社入社

平成12年６月

 平成14年６月

当社取締役賃貸部長

当社常務取締役賃貸部長

平成15年４月 当社常務取締役賃貸部担当役

員兼設計部長

平成17年１月 当社常務取締役設計部長

平成18年12月 当社常務取締役工事部長、設

計部長（兼任）

平成19年４月 当社常務取締役建築事業部長

平成19年６月 当社常務取締役賃貸部長

平成19年６月 当社取締役賃貸部長（現任）

(注3) 14

取締役 管理部長 竹内　和浩 昭和37年７月18日生

昭和61年４月 当社入社

平成12年４月 当社経理課長

平成19年８月 当社管理部長

平成20年６月 当社取締役管理部長（現任）

(注3) －

取締役  笹部　憲吾 昭和34年５月10日生

昭和57年４月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀

行)入行

平成９年４月 ㈱エー・ジー・ピー入社

平成12年９月 日本社宅サービス㈱社外監査

役

平成16年６月 サイトサポート・インスティ

テュート㈱社外監査役

平成16年11月 ㈱エー・ジー・ピー取締役

(現任)

平成18年11月 当社取締役（現任）

(注3) －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  橋本　光 昭和22年９月15日生

昭和45年４月 山一證券㈱入社

平成10年５月 松井証券㈱入社

平成10年６月 同社取締役

平成12年７月 ㈱ジャスダック・サービス

(現㈱ジャスダック証券取引

所)入社

平成16年６月 同社執行役員プロモーション

部長兼ＩＲ支援部長

平成18年６月 同社執行役員ステークホル

ダーズ本部副本部長兼ＩＲ支

援部長

平成19年６月 同社ステークホルダーズ本部

顧問

平成20年６月 当社取締役（現任）

(注3) －

監査役

（常勤）
 大野　俊一郎 昭和16年12月10日生

昭和35年４月 (有)稲田商店入社

平成２年12月 大伸フード㈱(現セボン㈱)入

社

平成12年９月 同社経理部次長

平成16年９月 同社経理部長

平成17年６月 同社執行役員経理部長

平成18年６月 同社財務部参事

平成18年11月 当社常勤監査役(現任)

(注4) －

監査役  坂本　祐治 昭和33年２月13日生

昭和58年４月 相馬武人税理士事務所入所

昭和58年９月 昭和監査法人(現新日本監査

法人)入所

昭和62年８月 公認会計士登録

平成７年12月 坂本公認会計士事務所開業

(現任)

平成18年11月 当社監査役(現任)

(注4) －

監査役  大野　正道 昭和18年８月21日生

昭和44年４月 野村證券㈱入社

平成８年12月 日本店頭証券㈱(現㈱ジャス

ダック証券取引所)入社

平成10年12月 同社総務部長

平成12年２月 同社経理部長

平成15年６月 ㈱アイ・ビー・イー社外監査

役

平成16年12月 日本空間情報技術㈱社外監査

役

平成19年４月 ㈱インタラクティブ・コミュ

ニケーション・デザイン社外

監査役(現任)

平成19年６月 当社監査役(現任)

(注4) －

     計  14

　（注）１.取締役笹部憲吾および橋本光は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　　２.監査役坂本祐治および大野正道は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

        ３.平成20年6月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　　４.平成19年6月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

  当社は、健全で透明性が高く、事業環境の変化に迅速且つ的確に対応する効率的な経営体制を確立し、法令を遵守し

企業価値の向上を図ることをコーポレートガバナンスの基本的な方針としております。

(1）経営上の意思決定体制および取締役の状況

　経営上の重要事項決定機関である取締役会は、取締役会規程に基づき毎月１回の定例取締役会及び必要に応じて臨

時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務の執行状況の管理・

監督を行っております。取締役会は、取締役6名で構成され内2名は社外取締役となっております。

　また、取締役任期は責任の明確化のために１年にしております。

　なお、社外取締役2名と当社との間には人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

　

(2) 経営執行監視機能および監査役の状況  

　当社は、監査役制度を採用しており、経営監視機能の強化を図るため、監査役は取締役会に出席し、適宜、意見の表明

を行うとともに、経営の妥当性を高めていく観点から担当分野を決め、監査役会において業務の妥当性、効率性を幅広

く検証し、経営に対して助言や提言を行うこととしております。監査役3名のうち2名は社外監査役です。

　なお、社外監査役2名と当社との間には人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

　　

(3) 社外取締役、社外監査役のサポート体制

　社外取締役、社外監査役を補佐するセクションは特に設置しておりませんが、社外取締役は毎月定期的に開催される

取締役会に出席しており、これの日程や議題、また緊急を要する情報はすべて管理部長から伝達されます。

　社外監査役については、常勤監査役が毎月定期的に開催される取締役会、部門責任者会議、リスク・コンプライアン

ス委員会等に出席しており、常勤監査役より非常勤監査役に対し、意見交換を兼ねて随時情報が伝達されます。

 

(4）会計監査の状況と報酬等の額

　当事業年度の会計監査業務を執行した公認会計士は、平野秀輔、小川明であり、新橋監査法人に所属しています。ま

た、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士3名、会計士補1名です。

　当社の会計監査人である新橋監査法人に対する報酬は次のとおりです。

    ・公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬の額　　　12,600千円　

　　・上記以外の報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　     －千円

　　　

(5）役員報酬の内容

　取締役及び監査役に支払った報酬は次のとおりです。

    ・取締役7名　44,434千円(うち、社外取締役2名　6,000千円)

    ・監査役4名　12,241千円(うち、社外監査役3名　4,800千円)

    (注)1.報酬限度額　取締役:年額80,000千円以内

　　　  　　　　　　　監査役:年額20,000千円以内

　　　　2.上記は平成19年度の実績であります。平成20年3月31日現在の取締役は6名、監査役は3名であります。
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(6)内部管理体制の整備・運用状況

　内部管理体制の強化の一環として、社長を委員長とする「リスク・コンプライアンス委員会」を設置、「企業活動の

基本方針」、「倫理行動基準」を制定し社内教育を施すとともに全社の計画の統括、実際の法令及び社内規則・規程

等の遵守状況の把握、適切な相談等必要な活動の推進・監督を統括しております。

　又、各部門の業務執行の状況の管理、部門間での情報共有化、相互チェックを目的に、取締役、監査役、及び各部門の責

任者で構成される部門責任者会議を月1回開催しております。

　当社のリスク・コンプライアンス委員会、部門責任者会議の位置付けを図示すると下記となります。

 

 内部統制に関する基本方針は、下記のとおりであります。

 (内部統制の基本方針)

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　a.倫理法令遵守に関しては、社長を委員長とする「リスク・コンプライアンス委員会」を設置し、全社のコンプライ

アンス計画の統括、進捗度の把握、実際の遵守状況の確認、維持等必要な活動の推進・監査を統括する。

　b.業務の適正性を検証するため、内部監査室は毎年度の内部監査計画を立案し、財務報告の適正性を含め、内部監査を

行う。また内部監査室は、法令及び定款、社内規程等の違反に対する通報窓口を設営している。

  C.取締役、監査役、各部門の責任者で構成する部門責任者会議において、各部門の業務執行状況の管理、部門間での情

報共有化、相互チェックを行う。

  d.健全な会社経営のため、反社会勢力及び団体とは決して関わりを持たず、また、不当な要求に対しては毅然とした

対応をとる。

 

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制

  当社の事業及び財務の状態に重大な影響を及ぼすリスクについては、当該リスクに係る部門が適切な予防策を打

ち、それらの発現に際しては適切に対処することを基本とする。その上で、全社的、部門横断的な対応が必要な場合は、

「リスク管理規程」に基づき社長を委員長とする「リスク・コンプライアンス委員会」が対処する。

 

③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

  a.定例の取締役会を毎月1回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務の執行状況の報告等を行う。

  b.毎月部門責任者会議を開催し、経営の方針・会社の業績等を伝達・周知するとともに、部門責任者から事業計画

    及びその進捗状況について報告する。

  c.その他の重要事項については、稟議規程に基づき、当該部門責任者が発議し、関連部門責任者・取締役に協議し

    た上で社長が決定する。又、必要に応じて会議体を設置する。

 

④取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

  取締役が行うものに限らず、社内における意思決定や業務執行に関する情報は、ペーパー文書であるか電子文書で

あるかを問わず、法令規則・社内関連規程の定めによって関連資料とともに保存・管理する。
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⑤当社企業集団における業務の適正を確保するための体制

  a.親会社とは、相互に経営理念を尊重しあい、その独立性を維持し、事業展開に於いては専門的技術や情報収集力

    等得意な分野での相互利用を図る。

  b.子会社の取締役又は監査役を当社から派遣し、適切な経営管理を行う。

 

⑥監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及びその補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

  必要に応じて監査役の業務補助のための監査役スタッフを置くこととし、その人事については取締役と監査役が意

見交換を行う。

　

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制

  監査役は、取締役会、部門責任者会議、リスク・コンプライアンス委員会、その他重要会議等に出席し、重要な報告を

受ける体制となっている。

 

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

  a.社長と監査役との意見交換を定期的に実施する。

  b.監査役は取締役等から業務執行状況につき聴取する。

  c.監査役は会計監査人から定期的に報告を受け、また意見交換を実施する。

 

(7) 親会社との関係、位置付けについて  

 セボン株式会社は、当社議決権の87.4%を所有する親会社です。親会社及び親会社の企業グループは、不動産を主体と

した様々な事業を展開しており、このうち当社は不動産事業の他、建築事業及び賃貸事業を主たる事業としておりま

す。

　現在当社は、自社による建築施工体制を整えており、エンドユーザーからの建築請負及び一括借上システムによる賃

貸事業という親会社の企業グループにあって、独自の事業領域を持っております。

　また当社には、親会社兼任取締役は在籍せず、出向者の状況（受入出向社員4名）、価格交渉上の有利性はない等、独

自の経営判断に基づく事業活動を行っており、独自性が確保されていると認識しております。

(8) 取締役の定数  

 当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

(9) 取締役の選任の決議要件  

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

(10) 剰余金の配当等の決定機関  

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権

限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。
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(11) 取締役、監査役の責任免除  

 当社は、会社法第426条第1項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第1項に基づく損害賠償責任に関

し、取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度にお

いて免除することができる旨、定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能

力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

（12）責任限定契約の内容の概要

 当社は、当社と社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害

賠償責任を限定する契約を締結することができる旨、定款に定めております。その責任限定契約の内容の概要は、次の

とおりであります。

・社外取締役及び社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427条第1項に

　　

　規定する最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意

　かつ重大な過失がないときに限るものとする。

なお、平成20年6月27日現在、社外取締役2名及び社外監査役2名全員と同契約を締結しております。

(13) 株主総会の特別決議要件  

 当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

ります。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）第２条に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成

しております。

　第36期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第37期事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。　

　なお、第37期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日）については、「企業内容等の開示に関する内閣府

令等の一部を改正する内閣府令」（平成19年８月15日内閣府令第65号）附則第９条第２項第１号ただし書きにより、

改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第36期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第37期事業年度（平成19年４月１

日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新橋監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年10月大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.4％

売上高基準 　0.2％

利益基準 0.2％

利益剰余金基準  0.6％
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   554,941   357,408  

２．完成工事未収入金 ※２  88,644   96,356  

３．売掛金 ※２  18,711   10,778  

４．販売用土地建物 ※1.3  485,193   848,448  

５．未成工事支出金   19,144   55,334  

６．材料及び貯蔵品   1,389   －  

７．前払費用   13,472   8,459  

８．１年以内回収予定長期
貸付金

  4,163   2,601  

９．未収入金 ※２  1,182   2,669  

10．その他   4,382   521  

貸倒引当金   △3,147   △4,832  

流動資産合計   1,188,078 91.1  1,377,746 94.7

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※３ 49,123   4,861   

減価償却累計額  46,262 2,860  2,590 2,271  

(2）構築物  5,515   5,515   

減価償却累計額  5,515 －  5,515 －  

(3）工具器具及び備品  44,556   37,529   

減価償却累計額  33,894 10,662  31,633 5,896  

(4）土地 ※３  －   －  

有形固定資産合計   13,523 1.0  8,167 0.6
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２．無形固定資産        

(1）ソフトウエア   6,154   3,733  

無形固定資産合計   6,154 0.5  3,733 0.3

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   2,000   2,000  

(2）関係会社株式   10,000   10,000  

(3）長期貸付金   35,404   21,545  

(4）従業員長期貸付金   18,934   8,920  

(5）長期営業債権   7,402   18,522  

(6）差入保証金   34,537   25,726  

貸倒引当金   △14,711   △23,663  

投資その他の資産合計   93,567 7.2  63,052 4.3

固定資産合計 　  113,245 8.7  74,953 5.2

Ⅲ　繰延資産 　       

１.株式交付費 　  3,356   2,097  

繰延資産合計 　  3,356 0.2  2,097 0.1

資産合計 　  1,304,680 100.0  1,454,797 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．工事未払金   413,376   185,439  

２．短期借入金 ※１  －   122,000  

３．1年以内返済予定関係会
社長期借入金

  －   700,000  

４．関係会社短期借入金   500,000   －  

５．未払金   28,841   26,468  

６．未払費用 ※２  7,114   6,803  

７．未払法人税等   1,610   2,947  

８．未払消費税等   9,655   7,019  

９．未成工事受入金 ※２  57,543   22,369  

10．預り金 ※２  8,002   15,606  

11．前受収益   28,192   26,677  

12．賞与引当金   9,684   5,791  

13．完成工事補償引当金   2,900   1,860  

流動負債合計   1,066,920 81.8  1,122,983 77.2

Ⅱ　固定負債        

１．預り敷金   147,343   124,448  

２．退職給付引当金   43,728   55,718  

３. 役員退職慰労引当金   7,000   7,000  

４．その他   4,526   4,661  

固定負債合計   202,598 15.5  191,828 13.2

負債合計   1,269,519 97.3  1,314,812 90.4
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  867,340 66.5  867,340 59.6

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 100,000   100,000   

資本剰余金合計 　  100,000 7.7  100,000 6.9

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △914,469   △808,772   

利益剰余金合計 　  △914,469 △70.1  △808,772 △55.6

４．自己株式 　  △17,709 △1.4  △18,582 △1.3

  株主資本合計 　  35,160 2.7  139,985 9.6

純資産合計 　  35,160 2.7  139,985 9.6

負債純資産合計 　  1,304,680 100.0  1,454,797 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　完成工事高  1,742,017  100.0 933,932  100.0

Ⅱ　完成工事原価  1,441,391  82.7 798,892  85.5

　完成工事総利益   300,625 17.3  135,040 14.5

Ⅲ　販売用土地建物売上高  －  － 1,288,557  100.0

Ⅳ　販売用土地建物売上原価  －  － 1,144,202  88.8

販売用土地建物売上総利益   － －  144,355 11.2

Ⅴ　賃貸部門売上高  1,058,920  100.0 967,438  100.0

Ⅵ　賃貸部門売上原価  924,905  87.3 852,809  88.2

　賃貸部門売上総利益   134,014 12.7  114,628 11.8

Ⅶ　仲介部門収入  31,651  100.0 178,426  100.0

Ⅷ　仲介部門収入原価  －  － －  －

　仲介部門総利益   31,651 100.0  178,426 100.0

売上高合計 ※１ 2,832,588  100.0 3,368,354  100.0

売上原価合計 ※１ 2,366,297  83.5 2,795,904  83.0

売上総利益合計   466,290 16.5  572,450 17.0
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅶ　販売費及び一般管理費 ※１       

１．広告宣伝費  29,759   6,742   

２．展示場運営費  48,873   16,340   

３．販売手数料  －   3,358   

４．貸倒引当金繰入額  6,829   6,620   

５．役員報酬  40,600   56,675   

６．従業員給料手当  179,512   110,195   

７．賞与  7,626   3,965   

８．賞与引当金繰入額  5,850   3,569   

９．役員退職慰労引当金繰
入額

 1,250   －   

10．退職給付費用  10,189   19,148   

11．法定福利費  31,702   24,834   

12．福利厚生費  3,732   2,662   

13．修繕維持費  4,874   2,110   

14．事務用品費  10,547   3,053   

15．通信費  13,237   5,813   

16．旅費交通費  3,624   2,430   

17．車両経費  11,610   3,560   

18．地代家賃  28,987   22,869   

19．動産賃借料  11,239   4,357   

20．減価償却費  19,953   6,263   

21．租税公課  6,296   16,831   

22．手数料  12,614   7,849   

23．顧問料  15,294   17,030   

24．EDP費  6,772   9,589   

25．その他  56,399 567,379 20.1 54,318 410,191 12.2

営業利益(△は営業損失)   △101,088 △3.6  162,259 4.8
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅷ　営業外収益        

１．受取利息 ※１ 652   1,146   

２．事務手数料収入  1,479   2,379   

３．償却債権取立益  －   713   

４．その他 ※１ 880 3,012 0.1 798 5,036 0.1

Ⅸ　営業外費用        

１．支払利息 ※１ 10,778   30,014   

２．株式交付費償却  419   1,258   

３．その他  1,300 12,497 0.4 905 32,178 0.9

経常利益（△は経常損
失）

  △110,574 △3.9  135,117 4.0

Ⅹ　特別利益        

  １．貸倒引当金戻入益 　 43,377 43,377 1.5 － － －

ⅩI 特別損失        

１．減損損失 ※２ 138,812   －   

２．貸倒損失  76,661   446   

３．債権売却損 　 19,541   －   

４．固定資産除去損 　 2,401   10,877   

５．貸倒引当金繰入額 　 －   11,120   

６．賃借資産解約損  － 237,417 8.4 6,573 29,017 0.9

税引前当期純利益(△は
税引前当期純損失)   △304,614 △10.8  106,100 3.1

法人税、住民税及び事業
税

  740 0.0  402 0.0

当期純利益(△は当期純
損失)   △305,354 △10.8  105,697 3.1
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Ａ．完成工事原価報告書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  545,176 37.8 287,239 36.0

Ⅱ　外注費  787,996 54.7 444,504 55.6

Ⅲ　労務費  86,066 6.0 53,156 6.7

Ⅳ　経費  22,153 1.5 13,991 1.7

計  1,441,391 100.0 798,892 100.0

Ｂ．販売用土地建物売上原価明細表

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地  － － 1,068,147 93.4

Ⅱ　建物  － － 62,250 5.4

Ⅲ　その他の経費  － － 13,804 1.2

計  － － 1,144,202 100.0

Ｃ．賃貸部門売上原価明細表

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　賃借料  816,816 88.3 753,316 88.3

Ⅱ　管理料  15,403 1.7 16,604 1.9

Ⅲ　その他  92,686 10.0 82,888 9.8

計  924,905 100.0 852,809 100.0

　（注）　原価計算の方法

Ａ．完成工事原価

　個別原価計算によっております。

Ｂ．販売用土地建物売上原価

　個別原価計算によっております。

Ｃ．賃貸部門売上原価

　個別原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰
余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

767,340 － － △609,115 △609,115 △15,255 142,968 142,968

事業年度中の変動額         

新株の発行 100,000 100,000 100,000    200,000 200,000

当期純利益    △305,354 △305,354  △305,354 △305,354

自己株式の取得      △2,453 △2,453 △2,453

事業年度中の変動額合計
（千円）

100,000 100,000 100,000 △305,354 △305,354 △2,453 △107,807 △107,807

平成19年３月31日　残高
（千円）

867,340 100,000 100,000 △914,469 △914,469 △17,709 35,160 35,160

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰
余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

867,340 100,000 100,000 △914,469 △914,469 △17,709 35,160 35,160

事業年度中の変動額         

当期純利益    105,697 105,697  105,697 105,697

自己株式の取得      △873 △873 △873

事業年度中の変動額合計
（千円）

   105,697 105,697 △873 104,824 104,824

平成20年３月31日　残高
（千円）

867,340 100,000 100,000 △808,772 △808,772 △18,582 139,985 139,985
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

   

税引前当期純利益(△は
税引前当期純損失)  △304,614 106,100

減価償却費  20,940 6,263

減損損失  138,812 －

貸倒損失  76,661 446

債権売却損  19,541 －

固定資産除去損  2,401 1,513

貸倒引当金の増加額(減
少額)  △36,548 17,740

賞与引当金の減少額  △7,690 △3,893

完成工事補償引当金の
減少額

 △2,100 △1,040

退職給付引当金の増加
額

 891 11,989

受取利息  △652 △1,146

支払利息  10,778 30,014

株式交付費償却  419 1,258

売上債権の増加額(減少
額)  44,667 △11,422

たな卸資産の増加額(減
少額)  1,202 △395,101

未収入金の増加額(減少
額)  338 △1,487

長期営業債権の減少額  11,523 522

仕入債務の減少額  △22,433 △227,936

未成工事受入金の減少
額

 △9,920 △35,174

未払金の減少額(増加額)  7,922 △2,372

長期未払金の減少額  △114,427 －

預り敷金の減少額  △14,731 △22,759

その他  13,648 16,264

小計  △163,366 △510,220

利息及び配当金の受取
額

 160 919

利息の支払額  △9,920 △30,193

法人税等の支払額  △2,576 △2,608

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △175,702 △542,103
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

   

有形固定資産の取得に
よる支出

 △6,099 －

貸付金回収による収入  1,420 14,632

その他  △1,347 8,811

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △6,026 23,444

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

   

新株発行による収入  196,224 －

短期借入による収入  567,157 602,000

短期借入金の返済によ
る支出

 △67,157 △480,000

長期借入による収入  － 200,000

自己株式取得による支
出

 △2,453 △873

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 693,770 321,126

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加
額(減少額)  512,041 △197,532

Ⅴ　現金及び現金同等物期首残
高

 42,899 554,941

Ⅵ　現金及び現金同等物期末残
高

 554,941 357,408

    

EDINET提出書類

旭ホームズ株式会社(E00220)

有価証券報告書

37/63



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　当社は、前事業年度の営業損失6,017千円の計上に続き、当

事業年度において101,088千円の営業損失を計上し、2期連続

の営業損失計上となりました。また、営業キャッシュ・フ

ローにおいても前事業年度のマイナス136,309千円、当事業

年度マイナス175,702千円の資金流失となり、継続企業の前

提に関する重要な疑義が生じております。

　当社は、当該状況を鑑みて事業の再構築を図るべく、平成

19年4月12日開催の取締役会において、下記事項を骨子とし

た平成19年度事業計画を決議しております。

①地域密着型の注文建築事業に特化した事業形態を改め、

建売分譲を主とした不動産事業を強化する。

②経営の合理化を図るため、新宿本社を含む事業拠点５拠

点を統合し、1拠点体制とする。

③商品、営業スタイルの変更に加え、経営の集約化を図るべ

く組織を改編する。

 

 

 

　当社は、当事業年度において、営業利益162,259千円を計上

し、前事業年度までの2期連続の営業損失から3期ぶりの営

業利益計上へと転じ、当期純利益は105,697千円となりまし

たが、累積損失の一掃には至らず、繰越利益剰余金はマイナ

ス808,772千円と多額になっております。

　また営業キャッシュ・フローは前事業年度において2期連

続のマイナスとなっており、当事業年度においても販売用

不動産購入に伴うたな卸資産の増加等によってマイナス

542,103千円となっております。これらにより、当社には引続

き継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。

  当社は、当該状況を解消するため、下記を骨子とした平成

20年度事業計画を取締役会決議しております。

① 当社の強みである30年に亘る建築技術を活かすべく、商

品や販売手法の多様化を図り、建築事業（注文建築、売建、

建売）を強化する。

② 不動産事業(仕入、販売、仲介等）を強化、整備する。

③ 経営合理化をさらに推進し、利益重視型のコンパクトな

経営スタイルを築く。

〔上記の各施策による平成19年度の事業計画概要〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

〔平成20年度の事業計画概要〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

決算期
平成19年度

上期

平成19年度

下期

平成19年度

通期

 売上高 1,860 3,140 5,000

 営業利益 30 255 285

 経常利益 15 235 250

 当期純利益 0 235 235

　

決算期
平成20年度

上期

平成20年度

下期

平成20年度

通期

 売上高 1,500 1,900 3,400

 営業利益 80 150 230

 経常利益 60 130 190

 当期純利益 △30 130 100

　

　資金面については、運転資金確保のため平成19年3月31日

付で親会社・セボン株式会社と10億円のコミットメントラ

イン契約を締結しております。

　また資金保全を図るため、事業性資金については別途手当

てすることとし、平成19年4月10日付で横浜銀行より2億円

の借入を行い、銀行融資取引を再開しております。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。

 

　資金面については、運転資金確保のため平成19年3月31日

付で親会社・セボン株式会社と10億円のコミットメントラ

イン契約を締結しております。

　また資金保全を図るため、事業性資金については別途手当

てすることとし、当事業年度より銀行融資取引を再開して

おります。

　なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券
 （時価のないもの）

移動平均法による原価法

（時価のないもの）

同左

２．たな卸資産の評価基

準及び評価方法

(1）未成工事支出金、販売用土地建物

個別法による原価法

(1）未成工事支出金、販売用土地建物

同左

 (2）材料及び貯蔵品

総平均法による原価法

　

　

３．固定資産の減価償却

の方法

(1）有形固定資産

有形固定資産は、建物（建物附属設備を除

く）は定額法、建物以外については定率法に

よっております。

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間（３年乃至５年）に

基づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

４．繰延資産の処理方法 (1）株式交付費

株式交付費は３年にわたり定額法により償却

しております。

(1）株式交付費

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額

を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）完成工事補償引当金

完成工事にかかる瑕疵担保の費用の見積額を

計上しております。

(3）完成工事補償引当金

同左

 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の額に

基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（50,661千円）につ

いては、15年による按分額を費用処理してお

ります。

また、複数事業主制度による日本住宅建設産

業厚生年金基金については、当社の拠出に対

応する年金資産の額を合理的に計算できない

ため、要拠出額を退職給付費用として処理し

ております。

(4）退職給付引当金

同左

　

　　　　

 (5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。

(5）役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．リース取引の処理方

法

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

同左

７．キャッシュ・フロー

計算書における資金

の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し

可能な預金及びキャッシュ・マネジメントシ

ステムによる預入金（関係会社短期貸付金）

からなっております。

キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し

可能な預金からなっております。

(資金の範囲の変更)

当事業年度より、キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲を変更し、資金の範囲か

らキャッシュ・マネジメントシステムによる

預入金(関係会社短期貸付金)を除いておりま

す。これは、前事業年度の期中において、当社

の親会社が㈱カネカからセボン㈱に交代した

ことにより、キャッシュ・マネジメントシス

テムが廃止になったことによるものでありま

す。当該変更がキャッシュ・フロー計算書に

与える影響はありません。

８．その他財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等について

消費税等の会計処理は、税抜方式によってお

ります。

ただし、資産に係わる控除対象外消費税等は、

発生事業年度の期間費用としております。

消費税等について

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企

業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　

平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）を適用し

ております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は35,160千円であり

ます。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

     　　　　　　　──────

　

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　       　　────── (損益計算書)

前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

した「償却債権取立益」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しております。なお、前期における

「償却債権取立益」の金額は223千円であります。

 

(キャッシュ・フロー計算書)

営業活動によるキャッシュ・フローの「長期未払金の減少

額」は、前事業年度は「その他」に含めて表示しておりま

したが、金額的重要性が増したため区分掲記しております。

なお、前事業年度の「その他」に含まれている「長期未払

金の減少額」は43,666千円であります。　　　　　　　　　

　　　　       　　──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日)

当事業年度
（平成20年３月31日)

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産

科目 金額（千円）

販売用土地建物 89,742

計 89,742

科目 金額（千円）

販売用土地建物 268,060

計 268,060

上記担保資産に対応する債務 上記担保資産に対応する債務

科目 金額（千円）

リース債務 1,721

計 1,721

　　なお、リース債務は貸借対照表には計上されておりません。

科目 金額（千円）

短期借入金 122,000

リース債務 658

計 122,658

　　なお、リース債務は貸借対照表には計上されておりません。

※２．関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

※２．関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

流動資産   

完成工事未収入金 2,270千円

流動資産   

完成工事未収入金 34,041千円

売掛金 1,063千円

未収入金 1,672千円

流動負債   

未払費用 1,614千円

未成工事受入金 6,069千円

預り金 10,101千円

※３．販売用土地建物　

当事業年度において、固定資産の「土地」及び「建

物」について保有目的の変更に伴い、減損損失計上

後の金額を流動資産の「販売用土地建物」に振替

えております。

　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)

種類
固定資産

計上額

減損損失

(特別損失)

販売用土地建物

振替額

 土地 544,084 96,909 447,174

 建物 38,678 658 38,019

 　計 582,762 97,568 485,193

※３.　　       　　──────

　４.　偶発債務

　債務保証 

　４.　偶発債務

　債務保証 

被保証者
保証金額
（千円）

内容

当社物件購入者 217,587 住宅ローン保証

社員 132 銀行借入保証

計 217,720  

被保証者
保証金額
（千円）

内容

当社物件購入者 197,239 住宅ローン保証

計 197,239  

　５.貸出コミットメント等

　当社は、運転資金確保のため、親会社・セボン株式

会社と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。

　当事業年度末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高は次のとおりであります。

　５.貸出コミットメント等

　当社は、運転資金確保のため、親会社・セボン株式

会社と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。

　当事業年度末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 500,000千円

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 700,000千円

差引額 300,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

売上高 166,453千円

仕入高 25,452千円

販売費及び一般管理費 7,928千円

受取利息 2千円

その他(営業外収益) 300千円

支払利息 9,146千円

売上高 272,498千円

仕入高 1,229,474千円

支払利息 18,498千円

※２．当事業年度において、以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)

場所 用途 種類 減損損失

神奈川県横浜
市

事業用倉庫 土地 43,750

山形県新庄市 遊休地
土地及び建物
他

54,313

東京都世田谷
区他2件

展示用モデル
ハウス他

建物 40,747

計 　 　 138,812

　　　当社は管理会計上の区分により資産をグルーピングし

ております。建築事業部門にグルーピングした神奈

川県横浜市の土地については保有目的を変更し、販

売用不動産に供することに伴い、また山形県新庄市

の土地建物等については地価の下落により、いずれ

も帳簿価額を回収可能額まで減額し当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しております。また

建築事業部門にグルーピングした東京都世田谷区

と千葉県松戸市の住宅展示場内モデルハウス及び

新宿本社についても、事業再構築を前提とした拠点

統合のため平成19年7月を目途として廃棄する旨の

取締役会決議に基づき、当事業年度末における帳簿

価額の全額を回収可能額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しております。その

内訳は土地96,909千円、建物他41,902千円でありま

す。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ております。正味売却価額は土地については鑑定評

価額によっており、建物他については売却が困難で

あることから0円としております。　　

※２.　　       　　──────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 29,348,000 800,000 － 30,148,000

合計 29,348,000 800,000 － 30,148,000

自己株式     

普通株式 169,430 9,140 － 178,570

合計 169,430 9,140 － 178,570

 (注)１.発行済株式の総数の増加は、第三者割当増資により、800,000株の新株発行（払込期日：平成18年12月25日）を実施

したことによる増加分であります。

     ２.自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

        該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

－ － － － － －

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

－ －     －  　 － 　　－ － －

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 30,148,000 － － 30,148,000

合計 30,148,000 － － 30,148,000

自己株式     

普通株式 178,570 4,964 － 183,534

合計 178,570 4,964 － 183,534

 (注)自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

        該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

－ － －  － － －

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

－ － 　－  　 －  － － －
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係は以下のとおりであります。

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係は以下のとおりであります。

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 554,941千円

現金及び現金同等物期末残高 554,941千円

現金及び預金勘定 357,408千円

現金及び現金同等物期末残高 357,408千円

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具及び
備品

3,600 3,171 428

車両運搬具 1,438 982 455

合計 5,038 4,154 884

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具及び
備品

3,600 3,600 －

車両運搬具 1,438 1,270 167

ソフトウエア 8,000 1,600 6,400

合計 13,038 6,470 6,567

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 974千円

１年超 388千円

合計 1,363千円

１年内 1,896千円

１年超 5,025千円

合計 6,922千円

(3）支払リース料・減価償却費相当額及び支払利息相

当額

(3）支払リース料・減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 1,676千円

減価償却費相当額 1,028千円

支払利息相当額 556千円

支払リース料 3,126千円

減価償却費相当額 2,316千円

支払利息相当額 685千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との　

　　　差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい　

　　　ては、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との　

　　　差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい　

　　　ては、利息法によっております。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日現在）

１．時価評価されていない有価証券

 貸借対照表計上額

１．子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 10,000千円

２．その他有価証券  

非上場株式 2,000千円

当事業年度（平成20年３月31日現在）

１．時価評価されていない有価証券

 貸借対照表計上額

１．子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 10,000千円

２．その他有価証券  

非上場株式 2,000千円

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度（昭和51年採用、平成元年より全面移行）を設けており

ます。また、複数事業主制度の企業年金である日本住宅建設産業厚生年金基金に加入しております。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

(1)積立状況に関する事項(平成19年3月31日現在)

年金資産の額　　　　　　　　　　　52,225百万円

年金財政計算上の給付債務の額　　　45,160百万円

差引額　　　　　　　　　　　　　　 7,064百万円

(2)制度全体に占める当社の加入人数割合(平成19年3月31日現在)　　0.26%

(3)補足説明

　上記の(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の別途積立金8,006百万円であります。

当社は、当期の財務諸表上、掛金1,772千円を費用処理しております。

　なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

２．退職給付債務に関する事項

 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

①　退職給付債務  △154,775千円   △121,529千円

②　年金資産         84,027千円         42,169千円

③　未積立給付債務（①＋②）  △70,748千円      △79,360千円

④　会計基準変更時差異の未処理額         27,019千円       23,642千円

⑤　退職給付引当金（③＋④）  △43,728千円      △55,718千円

　当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　(追加情報)

　当事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正(その2)」(企業会計基準第14号　平成19年5月15日)

を適用しております。

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

①　勤務費用     11,845千円        21,493千円

②　会計基準変更時差異の費用処理額         3,377千円          3,377千円

③　退職給付費用（①＋②）         15,223千円      24,870千円

　当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前事業年度（平成19年３月31日）

・当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等について記載しておりません。

 ・会計基準変更時差異の処理年数 15年

当事業年度（平成20年３月31日）

・当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等について記載しておりません。

 ・会計基準変更時差異の処理年数 15年

５．複数事業主制度に関する事項

前事業年度（平成19年３月31日）
 ・日本住宅建設産業厚生年金基金資産（加入員数による按分額） 104,616千円
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（ストック・オプション等関係）

 該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
（平成19年３月31日現在）

当事業年度
（平成20年３月31日現在）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（千円） （千円）

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

繰越欠損金 317,602

賞与引当金繰入額 3,941

製品補償引当金繰入額 1,180

退職給付引当金超過額 17,797

貸倒引当金損金算入限度超過額 7,268

役員退職慰労引当金繰入額 2,849

減損損失 177,449

販売用土地建物評価損 5,616

その他 4,215

（繰延税金資産小計） 537,921

評価性引当額 △537,921

繰延税金資産合計 －

繰越欠損金 280,796

賞与引当金繰入額 2,339

製品補償引当金繰入額 751

退職給付引当金超過額 22,510

貸倒引当金損金算入限度超過額 11,515

役員退職慰労引当金繰入額 2,828

減損損失 159,344

販売用土地建物評価損 5,575

その他 4,696

（繰延税金資産小計） 490,356

評価性引当額 △490,356

繰延税金資産合計 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因になった主要

な項目別の内訳

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 　　　　　　　　　　──────　   (％)　

 　　法定実効税率 40.4

 　　(調整)  

 　　評価性引当額 △40.5

 　　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1

 　　住民税均等割等 0.4

 　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.4

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

EDINET提出書類

旭ホームズ株式会社(E00220)

有価証券報告書

49/63



【関連当事者情報】

　

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

当社の親会社は平成18年9月4日付で株式会社カネカからセボン株式会社に異動しております。

　

1.セボン株式会社

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（千円）

事業の内容
議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
の兼
務等

事業
上の
関係

親会社 セボン㈱
東京都

新宿区
1,030,000

不動産の売

買・仲介・

管理、建築

工事の請負

・企画・設

計・管理及

びコンサル

タント業務

他

直接87.3％
転籍 

 ３名 

建築請

負、賃

貸管

理、資

金借入

営業取引

建築請負 165,700
完成工事未

収入金
2,270

賃貸管理 415 － －

営業取引

以外の取

引

資金借入 500,000
関係会社　

短期借入金
500,000

利息支払 8,547 － －

請負契約

の被保証
103,000 － －

　（注）　上記取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．建築工事の請負額及び賃貸管理料については、当社と関連を有しない一般取引先と同様の条件によっており、市場価

格を勘案のうえ決定しております。

２．取引金利は、市場価格を勘案のうえ協議決定しております。

３. 請負契約の被保証は、当社と第三者との請負契約に対する親会社・セボン㈱による工事保証を受けたものであります。

なお、保証料等の負担はありません。
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2.株式会社カネカ

当社の親会社は平成18年9月4日付で株式会社カネカからセボン株式会社に異動しております。

以下の記載は平成18年8月31日現在におけるものであります。

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（千円）

事業の内容
議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
の兼
務等

事業
上の
関係

親会社 ㈱カネカ
大阪市

北区
33,046,774

化成品、機

能性樹脂、

発泡樹脂製

品、食品、ラ

イフサイエ

ンス、エレ

クトロニク

ス、合成繊

維・その他

直接

89.85％
出向

６名

商品開

発、　技

術提

供、

資金援

助、

資材仕

入、

建築請

負

 

 

 

営業取引

改装工事

の請負
337 － －

建築部材

の仕入等
25,452 工事未払金 25,172

 その他 864 － －

営業取引

以外の取

引

資金の回

収
35,929 － －

資金の借

入
150,978

関係会社短

期借入金
150,978

利息の受

取
2 － －

利息の支

払
598 － －

その他 300 － －

　（注）　上記取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

１．改装工事の請負額及び建築部材の仕入金額については、当社と関連を有しない一般取引先と同様の条件によってお

り、市場価格を勘案のうえ決定しております。

２．取引金利は、市場価格を勘案のうえ、3ヶ月毎協議決定しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金
（千円）

職業
議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
（千円）

期末残高
（千円）

役員
の兼
務等

事業
上の
関係

役員の近親者 川上俊親 － －
会社役

員

直接

0.63％
 － －

 第三者割当増資による

新株の引受
21,250 － －

　（注）当社取締役川上登美子の夫であります。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

    平成18年12月25日に実施した第三者割当増資による新株85,000株(発行価額250円)の引受　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準第11号　平成18年10月17日)及び「関連

当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日)を早期適用して

おります。これによる影響はありません。

1.関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等
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種類

会社等
の名称
又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(%)

関連当事者との関
係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社 セボン㈱
東京都

新宿区
1,030,000

不動産の売

買・仲介・

管理、建築

工事の請負

・企画・設

計・管理及

びコンサル

タント業務

他

(被所有)
直接87.36

(役員の兼務等)
転籍４名 

(事業上の関係)
建築請負、不動

産仕入・仲介、

賃貸管理、資金

借入

営業取引

建築請負 90,137

完成工事

未収入金
34,041

未成工事

受入金
6,069

不動産仕

入
1,229,474 － －

不動産仲

介
178,426 － －

賃貸管理

　
3,934

売掛金 1,063

預り金 10,101

出向者給

与等の受

払

－

未収入金 1,275

未払費用 1,614

営業取引

以外の取

引

資金借入 200,000

1年以内返
済予定関

係会社長

期借入金

700,000

利息支払 18,498 － －

　（注）　上記取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 建築工事の請負額、不動産仕入額及び賃貸管理料については、当社と関連を有しない一般取引先と同様の条件によって

おり、市場価格を勘案のうえ決定しております。

(2) 取引金利は、市場価格を勘案のうえ協議決定しております。

2.親会社又は重要な関連会社に関する注記

　親会社情報

　セボン株式会社(金融商品取引所には上場しておりません。)
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額          1.17円              4.67円

１株当たり当期純利益(△は当期純損

失)金額
    　     △10.39円     　     　     3.53円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期純

損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益(△は当期純損失)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益(△は当期純損失)   

当期純利益(△は当期純損失)（千円） △305,354 105,697

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期利益(△は当期純損失

)（千円）

△305,354 105,697

期中平均株式数（株） 29,385,906 29,966,880

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

・ 資金の調達に関する事象

当社は、今後の事業展開を踏まえ、建売住宅用土地仕入れのため、下記の借入を行っております。

(1)平成19年4月10日借入実行

a.借入先の名称　横浜銀行

b.借入金額　　　2億円

c.借入利率　　　3.5% 　

d.返済条件等　　元金均等10回払い

e.借入日　　　　平成19年4月10日

f.返済期日　　　平成20年2月28日

g.担保提供資産　横浜市緑区の土地建物

(2)平成19年5月31日借入実行

a.借入先の名称　横浜銀行

b.借入金額　　　3億42百万円

c.借入利率　　　3.5% 　

d.返済条件等　　物件売却時一括返済

e.借入日　　　　平成19年5月31日

f.返済期日　　　平成20年4月30日

g.担保提供資産　東京都世田谷区の土地(新規購入物件)

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記

載を省略しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産        

建物 49,123 － 44,261 4,861 2,590 589 2,271

構築物 5,515 － － 5,515 5,515 － －

工具器具及び備品 44,556 － 7,026 37,529 31,633 3,252 5,896

有形固定資産計

    
99,194 － 51,288 47,906 39,738 3,841 8,167

無形固定資産        

ソフトウエア 15,290 － － 15,290 11,556 2,421 3,733

無形固定資産計 15,290 － － 15,290 11,556 2,421 3,733

繰延資産        

株式交付費 3,775 － － 3,775 1,678 1,258 2,097

繰延資産計 3,775 － － 3,775 1,678 1,258 2,097

 (注)建物の「当期減少額」44,261千円は、瀬田展示場等の廃棄によるものであります。

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 122,000 3.57 －

関係会社短期借入金 500,000 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金（1年以内返済予定

関係会社長期借入金）
－ 700,000 3.00 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － － 

合計 500,000 822,000 － －

　（注）平均利率の算定については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 17,859 20,726 7,104 2,985 28,496

賞与引当金 9,684 5,791 9,684 － 5,791

完成工事補償引当金 2,900 1,860 2,061 839 1,860

役員退職慰労引当金 7,000 － － － 7,000

　（注）１.貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、実績率に基づく洗替及び債権の回収による取崩額であります。

　　　　２.完成工事補償引当金の「当期減少額（その他）」は、実績率に基づく洗替による取崩額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 362

預金の種類  

当座預金 801

普通預金 356,244

計 357,046

合計 357,408

ロ　完成工事未収入金及び売掛金

(a）完成工事未収入金

相手先別 金額（千円）

セボン㈱ 34,041

鉄道車輌工業㈱ 3,885

㈱カネカ 1,470

その他(個人複数名) 56,959

計 96,356

(b）売掛金

相手先別 金額（千円）

賃貸物件入居者(個人複数名) 9,307

賃貸物件入居者(法人5社) 1,471

計 10,778

(c）回収状況

区分
前期末残高
（千円）
（Ａ）

当期発生高
（千円）
（Ｂ）

当期回収高
（千円）
（Ｃ）

当期末残高
（千円）
（Ｄ）

回収率（％）
平均滞留日数
（日）

完成工事未収入金 88,644 980,629 972,917 96,356 91.0 34.5

売掛金 18,711 2,449,701 2,457,633 10,778 99.6 2.2

計 107,355 3,430,330 3,430,550 107,135 97.0 11.4

　（注）(1）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが上記「前期末残高」「当期発生高」「当期回収高」

「当期末残高」には、消費税等が含まれております。

(2）算式は次のとおりであります。

回収率　＝
Ｃ

×　100 平均滞留日数　＝ 366　×
１／２（Ａ＋Ｄ）

Ａ＋Ｂ Ｂ

ハ　販売用土地建物
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所在地

帳簿価額

備考
土地
（千円）
(面積㎡)

建物
（千円）
（面積㎡）

その他
（千円）

合計
（千円）

 山形県新庄市
167,960

(18,316.27)

2,040

(344.81)
－ 170,000 　

 東京都小平市
83,477

(317.70)

6,265

(250.08)
－ 89,742 　

 茨城県牛久市
46,917

(293.38)

5,060

(224.34)
－ 51,977 　

 神奈川県横浜市
38,259

(161.43)

－

(117.79)
－ 38,259 　

 千葉県松戸市
24,983

(157.53)

2,780

(167.28)
－ 27,764 　

 茨城県牛久市
17,580

(158.71)

3,412

(115.54)
－ 20,992 　

 埼玉県久喜市
13,650

(132.53)

6,002

(95.08)
－ 19,652 　

 茨城県牛久市
14,958

(175.33)

4,340

(140.48)
－ 19,298 　

 茨城県北相馬郡
14,293

(148.88)

3,414

(102.69)
－ 17,707 　

 山梨県東八代郡
11,695

(173.78)

－

(75.35)
－ 11,695 　

 千葉県長生郡
4,400

(238.62)

4,703

(129.71)
－ 9,103 　

 茨城県土浦市
9,000

(154.42)

－

(162.30)
－ 9,000 　

 東京都多摩市
22,770

(150.02)

－

(－)
2,363 25,133 　

 東京都多摩市
26,220

(165.02)

－

(－)
2,388 28,608 　

 東京都世田谷区
62,000

(115.98)

－

(－)
2,109 64,109 　

 東京都目黒区
54,797

(－)

16,383

(159.09)
4,769 75,950 マンション1室　

 東京都江戸川区
30,000

(157.33)

－

(－)
3,433 33,433 　

 東京都江東区
84,882

(129.68)

－

(－)
4,228 89,110 　

 東京都品川区
44,870

(142.87)

－

(－)
2,039 46,909 　

計
772,713

(21,289.48)

54,403

(2,084.54)
21,331 848,448 　

二　未成工事支出金

材料費（千円） 外注費（千円） 労務費（千円） 経費（千円） 計（千円）

2,011 48,647 3,689 986 55,334

②　負債の部

イ　工事未払金

相手先別 金額（千円）

㈱新葉アベニュー 26,027

㈱芝建設 14,588
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相手先別 金額（千円）

伊那木材㈱ 10,859

ポラテック㈱ 9,370

㈱山本商店 7,085

その他 117,508

計 185,439

ロ　未成工事受入金

相手先別 金額（千円）

セボン㈱ 6,069

㈱オプティマ 2,000

その他(個人複数名) 14,300

計 22,369

ハ　預り敷金

相手先別 金額（千円）

賃貸物件入居契約者複数名

（賃貸に伴う権利金、預り敷金）
124,448

計 124,448

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

　1,000株券

 10,000株券

100,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日，９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社  

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料
新株券交付1枚につき210円(不所持株券の発行・返還、汚損・毀損及び喪失

による新株券発行の場合)

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本支店

買取手数料
当社株式取扱規程の定める１単元当たりの売買委託手数料相当額を買取っ

た単元未満株式数で按分した額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.asahi-homes.com/

株主に対する特典 首都圏建築の場合、建物本体価格の3%相当額を割引

(注)　平成19年6月28日開催の第36回定時株主総会決議により、以下を定款に定めております。

　単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条１項の規定による請求をする権利、株主の

有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当を受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

     当社の金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等は、セボン株式会社であります。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

  臨時報告書

　平成19年4月13日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)に基づく

臨時報告書であります。　

　有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第36期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出

  有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年９月21日関東財務局長に提出

　平成19年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

  半期報告書

　(第37期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月20日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月28日

旭ホームズ株式会社   

 取締役会　御中

 新橋監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　秀輔　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　明　　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている旭ホームズ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭ホームズ株

式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　1. 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載のとおり、会社は当事業年度において２期連続の　

　　　営業損失かつ営業キャッシュ・フローのマイナスが発生し、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じている。当

　　　該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

　　　ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　2. 「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成19年4月10日に2億円、5月31日に3億42百万円の銀行借入を実行し

　　　た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日

旭ホームズ株式会社   

 取締役会　御中

 新橋監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　秀輔　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　明　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

旭ホームズ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭ホームズ株

式会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 追記情報

　「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載のとおり、会社は当事業年度末に多額の繰越利益剰余金

のマイナスとなっており、また２期以上連続して営業キャッシュ・フローのマイナスが発生したことにより、継続企業の前

提に関する重要な疑義が生じている。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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